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１．研究の背景 
 我が国の社会資本整備については、近年の厳しい財政状況や国民意識の多様

化等を背景として、より透明性が高く公正な執行が求められており、住民との

コミュニケーションを図りながら事業プロセス及び結果の満足度を高めること

が重要である。これまで、各事業段階（構想、計画、事業化など）の合意形成

に関する実践・研究は事業分野毎に活発に取り組まれてきた。このため、合意

を形成するためのコミュニケーション技術等に関わる知識・経験は事業分野毎

に蓄積されており、各現場担当者は参考にできそうな異事業分野や他事業者な

どに蓄積されたノウハウや創意工夫などを共有しにくい状況にある。したがっ

て、各事業における合意形成をさらに高度化させるためには、事業段階、事業

や地域の特徴などを踏まえた上で、各現場担当者が有する合意形成に関するノ

ウハウを蓄積・共有できるシステムが必要である。 

 
２．プロジェクト研究の目的 

このような背景を鑑みて、国総研では事業分野横断的に１０の関係研究部・

センターによって平成１６年度から２年間の合意形成に関するプロジェクト研

究を実施している。研究は図－１にあるように３つの内容で構成されており、

「状況対応型合意形成プロセスの提案」及び「コミュニケーション技術の向上」

により、状況に応じた合意形成のプロセス（どのような体制と役割分担の下で、

いつ、誰と、どのような情報を共有しつつ、次のステップに進んでいくのか等）

やコミュニケーション上の留意点が事業分野横断的に整理され、手引きやそれ

に連動した事例集等の形で「体系化された知識の共有システム」が構築される。 
本稿ではプロジェクト研究の概要と、平成１６年度までの進捗状況について

報告する。 
 
３．研究の内容 
(１)状況対応型合意形成プロセスの提案 

これまで、事業分野毎に法制度が異なる等の理由から、事業分野毎に市民参

加や合意形成の実践が展開されてきた。しかし、合意形成の視点からは、異事

業分野であっても相互に利活用できるノウハウや、困難に直面した際に参考と

なる事項が存在すると考えられる。本研究では、利害関係者の構造といった事

業の特性やコミュニティの結びつき等の地域の実状を整理した上で、状況に応

じた合意形成プロセスを提案する。 
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図－１ 研究成果の活用方針 

 

（２）コミュニケーション技術の向上 

合意形成の実践では、事業の特性、地域の実状、事業の段階などに応じて、

適切なコミュニケーション手法（アンケート、メディア、公聴会、説明会等）

を選択する必要があるが、現場担当者が適切にコミュニケーション手法を選択

できるような体系的整理は十分されていない。そこで、事業分野横断的な観点

から、合意形成を図る上での留意事項や各コミュニケーション技術の得失等を

体系的に整理する。また、合意形成に携わる者の資質向上に向けて、コミュニ

ケーション技術習得手法についても検討する。 

 

（３）体系化された知識の共有システムの構築 

現場担当者が合意形成に関する課題に直面したときに工夫や判断の材料とな

るような異事業分野や他事務所の知識や経験をデータベース化し、それらを共

有・利活用できるような仕組みづくりはこれまで積極的に行われてこなかった。

そこで、本研究では、そのような合意形成に関する知識や経験を蓄積・活用で

きるシステム（全国の事例や研究成果を蓄積し、効率よく検索活用できる仕組

みとその運用体制等）の構築を行う。 

 

４．研究成果 

（１）状況対応型合意形成プロセスの提案 

現在、各地で盛んに行われている合意形成は事業分野別の法制度等に基づい

て実践されているが、合意形成の目的、情報提供の方法や範囲、あるいは議論

の内容や終え方などは事業分野横断別のみで規定されるものではない。むしろ、

合意形成のあり方は事業の特性や地域の実状に強く影響され、事業分野横断的



に共通する合意形成の概念や手法が存在すると考える。このため、国総研では

合意形成手法に影響を与える要因について事業分野横断的に整理を進めている。 
昨年度、現場担当者に実務上の課題を解決する上で参考となる事項を提供す

るため、道路、河川、都市事業を中心に２２件の事例整理を行い、「合意形成の

進め方に影響を与える事業特性」について意見交換会を行った。そして、事業

分野横断的な視点から「利害関係者の構造」、「事業の影響範囲」を抽出した。 
 まず、「利害関係

者の構造」とは、

社会資本整備によ

る便益を受ける受

益者と住居移転や
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の不利益を被る受

忍者の関係をいう。

利害構造が合意形

成に与える影響の

例を図－２に示す。    図－２ 利害構造による影響 
次に、「事業の影響範

囲」については、利害関

係者の地理的分布範囲を

いう。これらは、コミュ

ニケーション手法の選択、   図－３ 事業の影響範囲による影響 
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図－４は「事業の影
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事業がどこに属して
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応じた適切な合意形成手法を検討する予定である。 
 

（２）コミュニケーション技術の向上 

例えば、事業化段階において合意形成を試みたものの意見が対立、議論が紛糾

し、事業が長期化する場合がある。こうした局面で現場担当者は、これまで、

交渉学や社会心理学の分野における円滑な議論を進めるための「手法集」や、

社会的なジレンマがおこらないようにする「べからず集」などを援用しながら、

できるだけ計画どおりに事業化するためのコミュニケーション技術の習得に努

めてきたといっても過言ではない。しかし、公共事業に係わる合意形成では、

行政と住民、あるい

は住民同士が、公益

のために最善の案を

模索するプロセスが

重要である。そこで、

当研究室では、現場

担当者が直面してい

る課題を抽出し、ト

ラブルの要因と予防

策・解決策の検討を

行った。図－５に示

すような社会資本整

備に関する合意形成

留意事項集を試作し

た。         図－５ 合意形成留意事項集 
 
５．まとめ 

１）状況対応型合意形成プロセスの提案 
事業特性に応じた合意形成プロセスを検討するため、その整理軸について合

意形成手法との関わりから考察し、「利害関係者の構造」、「事業の影響範囲」を

抽出した。 
２）コミュニケーション技術の向上 
社会心理学や交渉学の文献をもとに、第一線の担当者が備えるべき対話技術

の理論的整理や手法の整理を行い、「合意形成留意事項集」を試作した。 
３）今後の予定 
 「状況対応型合意形成プロセスの提案」では、地域特性の整理軸について検

討を行い、各研究部の研究成果等を反映しつつ、状況に応じた合意形成プロセ

スを提案する。「コミュニケーション技術の向上」については合意形成留意事項

集でまとめたノウハウなどを実践に生かせる人材育成方法についても検討する。

そして、合意形成に関する知識や経験などを利活用できる「体系化された知識

の共有システム」を構築する予定である。 
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